
   企業立地促進事業補助金交付要綱  

平成２７年  ７  月  １  日制定  

平成２７年  ７  月  １  日施行  

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、企業立地を促進し、もって栄町の経済の発展及び町

民生活の向上を図るため、企業立地を実施しようとする企業に対し、予

算の範囲内で企業立地促進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付

することについて、栄町補助金等交付規則（昭和５６年栄町規則第８号。

以下「規則」という。）に定めのあるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において「企業立地」とは、企業が工場、研究所その他

の事業所又は事務所（以下「工場等」という。）を栄町の区域内に設置す

ることをいう。  

２  前項に定めるもののほか、この要綱における用語の意義は、千葉県立

地企業補助金交付要綱（平成２６年千葉県告示第４０４号。以下「県要

綱」という。）の定めるところによる。  

 （補助対象事業等）  

第３条  補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、企業立地に係る事業であって、次に掲げる事項に該当するものとす

る。  

（１）製造業の用に供する施設を栄町の区域内で既に設置し、操業してい

る企業が、同区域内に工場等を新築し、増築し、又は改築するととも

に、当該工場等を操業すること。  

（２）投下固定資産額が１０億円以上であること。  

（３）工場等の増築又は改築の場合にあっては、再投資に係る操業を開始

する日における事業従事者数が、第５条の規定による申請をした日に

おける事業従事者の数以上であること。  

（４）工場等の拠点の集約化等、事業高度化に資するものであること。  

（５）工場等の増築又は改築の場合にあっては、栄町の区域内において３

年以上操業している企業であること。  

（６）家屋に係る不動産取得税を納期限内に納付していること。  

（７）工場等の増築又は改築の場合にあっては、町税の滞納がないこと。  



（８）県要綱に基づく立地計画の認定を受けていること。  

２  前項の規定にかかわらず、補助対象事業を行う企業の役員等が、次の

各号のいずれかに該当する者であるときは、補助金の交付の対象としな

い。  

（１）栄町暴力団排除条例（平成２３年栄町条例第１６号）第２条第３項

に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）又は同条例第９

条第１項に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団密接関係者」と

いう。）  

（２）次のいずれかに該当する行為（イ又はウに該当する行為であって、

法令上の義務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除

く。）をした者（継続的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと

認められる者を除く。）  

  ア  自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加え

る目的で、情を知って、栄町暴力団排除条例第２条第１項に規定す

る暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員等若しくは暴力団

密接関係者を利用する行為  

  イ  暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるこ

とを知りながら、暴力団員又は暴力団密接関係者若しくはそれらが

指定した者に対して行う、金品その他の財産上の利益若しくは便宜

の供与又はこれらに準ずる行為  

  ウ  栄町の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その

他の契約の相手方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が

暴力団員等又は暴力団密接関係者であることを知りながら、当該契

約を締結する行為  

 （補助金の額）  

第４条  補助金の額は、第３条第１号の規定による工場等の新築、増築及

び改築に係る投下固定資産額相当額１億円につき１万円とする。ただし、

その額が１００万円を超えるときは、１００万円とする。  

 （補助対象事業の指定申請）  

第５条  補助金の交付を受けようとする企業は、補助対象事業に係る工場

等を新築し、増築し、又は改築するための工事に着手する前に、企業立

地促進事業指定申請書（別記第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて

町長に申請しなければならない。  



（１）企業概要説明書（別記第２号様式）  

（２）工場等設置計画書（別記第３号様式 )  

（３）工場等の配置図及び平面図  

（４）法人にあっては、法人登記簿謄本及び定款の写し  

（５）最近の事業年度分の事業報告書及び決算書  

（６）その他町長が必要と認める書類  

 （補助対象事業の指定）  

第６条  町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査

し、適当と認めるときは、補助対象事業として指定するとともに、企業

立地促進事業指定書（別記第４号様式）により、当該申請をした企業に

通知するものとする。  

 （内容の変更）  

第７条  前条第１項の規定により指定を受けた企業（以下「指定事業者」

という。）は、第５条の規定による申請の内容を変更するときは、企業

立地促進事業変更届（別記第５号様式）により、町長に届け出なければ

ならない。  

 （交付の申請）  

第８条  規則第３条第１項の規定による補助金の交付の申請は、町長が定

める期日までに行わなければならない。この場合においては、同項の栄

町補助金等交付申請書に町長が必要と認める書類を添付しなければなら

ない。  

２  規則第５条第１項第１号の規定により栄町補助金等変更交付申請書を

提出するときは、変更に係る書類を添付しなければならない。  

 （実績報告）  

第９条  規則第１２条第１項の規定による補助対象事業の実績報告は、補

助対象事業の完了した日又は補助対象事業の廃止の承認を受けた日から

起算して３０日を経過した日又は補助金の交付の決定があった日の属す

る年度の末日のいずれか早い日までに行わなければならない。この場合

においては、同項の栄町補助金等実績報告書に町長が必要と認める書類

を添付しなければならない。  

 （書類の整備）  

第１０条  補助金の交付を受けた企業は、補助対象事業に係る収入及び支

出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠



書類を整備保管しておかなければならない。  

２  前項の帳簿及び証拠書類は、補助対象事業の完了の日又は補助対象事

業の廃止の承認を受けた日から起算して５年を経過した日の属する年度

の末日まで保管しなければならない。  

 （財産の処分を制限する期間）  

第１１条  規則第２０条第１項ただし書に規定する町長が定める期間は、

操業を開始する日から１０年又は当該財産の耐用年数（減価償却資産の

耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐

用年数をいう。）のいずれか短い期間とする。  

 （補則）  

第１２条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

   附  則  

 この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。  


